
【教育環境整備課】

県 立 学 校 関 係

１  県立学校施設設備の整備

    児童生徒の安全を確保しつつ、社会の変化に対応した学習環境を整備するため、校舎等学校

施設の新増改築等や大規模改修を行うとともに、情報教育機器などの設備の充実を計画的に進
める。

  校地等整備事業 （R７当初 ２７１，６５９千円、R６繰越 ６３，５５４千円）
   

・校地等整備事業

長崎東高等学校テニスコート改修工事実施設計

長崎西高等学校運動場改修工事
島原特別支援学校南串山分教室グラウンド改修工事                 外 ３件

・夜間照明ＬＥＤ化改修工事
・県立学校跡地利用推進費

  校舎等整備事業 （R７当初 ２，２５８，１０２千円、R６繰越 ４８０，１５０千円）

・校舎改築等

佐世保北高等学校プール解体工事
虹の原特別支援学校対馬分校（小中学部）設置改修実施設計・改修工事  外 ３件

・施設延命化等改修

国見高等学校体育館外部改修工事

諫早農業高等学校生活科学科棟外部改修工事
長崎工業高等学校第１棟外部改修工事

佐世保工業高等学校６号館改修工事
虹の原特別支援学校管理棟・中学部棟外部改修工事            外 ２６件

・校舎等環境整備
佐世保南高等学校トイレ等改修工事（Ⅱ期）

大村高等学校本館・南館トイレ改修工事実施設計
口加高等学校教室棟等トイレ改修工事（Ⅰ期）

高等学校校舎・体育館等照明ＬＥＤ化改修工事

高等学校空調設備更新工事
特別支援学校校舎・体育館等照明ＬＥＤ化改修工事

希望が丘高等特別支援学校多目的トイレ新設工事
諫早東特別支援学校中学部棟空調改修工事                   外 ８件

教育施設等保全点検事業 （１０７，８５５千円）

教育施設等の外壁の打診調査を行い、危険箇所等の状況を正確に把握し、外壁の落下事故等

を未然に防止するとともに、低濃度ＰＣＢ廃棄物の適正な処分を行う。

教職員住宅管理事業 （１１６，７３３千円）

       職員住宅の維持管理を行い、適正な住環境の提供に努めるとともに、職員住宅の集約化を図り

効率的な運用を進める。

一人一台端末更新関係 （１９１，７８５千円）

       県立中学校及び特別支援学校小中学部における生徒用及び指導者用端末等の更新を行う。
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【教育環境整備課】

高度情報教育環境整備事業 （９３，２２０千円）

     情報活用能力の向上を図るため、コンピュータ教室等の老朽化した教育用情報機器の更新

を行う。

  教職員事務用パソコン整備事業 （２４，４６７千円）

教職員の事務用パソコンを計画的に更新し、校務の情報化を推進する。

  産業教育設備整備事業 （４５，５９５千円）

農業や工業などの職業学科を設置する学校において、産業教育のための実験実習に必要な

設備の整備を行う。

学校施設の開放

県民の学習・文化・スポーツ活動の振興に資するとともに、地域に親しまれる学校づくりの促進

を図るため、授業や部活動に支障がない範囲で学校施設を地域へ開放する。

２ 県立学校の管理運営

    学校現場において、教育活動を行ううえで必要となる、消耗品、各種設備、光熱水費や通信

費及び施設の維持管理に係る経費など、学校の管理運営に要する経費を確保し、効率的な教育

活動に努める。

学校運営費関係 （R７当初 ２，２２３，１６６千円、R６繰越 １４，７０５千円）

   ・高等学校等管理費（R７当初 １，６５０，１９４千円、R６繰越 １４，７０５千円）

……………中学校３校、高等学校５６校

・特別支援学校管理費 （５７２，９７２千円）

……………本校１４校、分校４校

３県共同運航実習船海友丸運営費 （１６５，５９０千円）

   〔実習船規模及び設備〕

    ・実習船規模：総トン数６９８トン

    ・定員：９０名（うち生徒定員６０名）

    ・実習設備：マグロ延縄、いか釣り

   〔運営方法〕

    ・管理運営主体は福岡県が担当し、２県は実習船の

     管理運営を福岡県に委託し、負担金を支払う。
     （３県応分負担）

農業実習関係 （１０３，９８２千円）

   農業高校における牛・豚・鶏の飼育や、野菜･草花･果樹等の栽培及び味噌・豆腐・パン等の

食品加工など、農業教育に関する実習を促進する。

〔実施校：島原農業高校、諫早農業高校、西彼農業高校、北松農業高校、大村城南高校〕

海 友 丸
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【教育環境整備課】

  ３ 修学奨励事業

公立高等学校等就学支援費補助事業 （２，１７２，８７７千円）

保護者等の課税標準額（課税所得額）×６％ － 市町村民税の調整控除の額の合算額が

304,200円未満（年間所得が約910万円未満）の高校生に対し、授業料相当額を補助する。

    【対象学校】県内全公立高等学校５７校

   ※令和７年度においては、就学支援費補助事業の対象外となる高校生に対し、高校生等臨時支援
事業による授業料等相当額の補助を実施予定。

    公立高等学校生徒通学費補助事業 （４３，１８３千円）

公立高等学校の生徒で住民税所得割額非課税世帯または高額定期券等の通学費を負担する保護

  者に対し、通学費の一部を補助する。なお、令和７年度の１年生から、高額定期券等を負担する

保護者の１か月の自己負担額が最大25,000円となるよう補助制度を改正した。

公立高等学校離島高校生修学支援費補助事業 （９，６２０千円）

高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担の軽減を図るため、通学費・居住費等に要す

  る経費を補助する。

【対象離島数(Ｒ５年度実績)】７市で１３島

  高等学校定通課程修学奨励事業 （７，０２６千円）

勤労青少年の高等学校定時制課程または通信制課程への修学促進を図るため、修学奨励資金

の貸与や教科書・学習書の購入に対する助成を行う。

【対象校数】県立１０校（定時制８校、通信制２校）

公立高等学校等奨学給付金事業 （３８０，１４４千円）

県内に住所を有する保護者等の所得状況が、生活保護受給世帯や市町村民税所得割と道府県

民税所得割額が非課税である世帯の高校生等に対して、授業料以外の教育費負担を軽減するた

めに補助を行う。

長崎県育英会助成事業 （４４，６６７千円）

県内に住所を有する者の子である学生及び生徒で、向学心に富み、優れた資質を持ちながら

経済的理由により大学及び高等学校等への修学が困難な者に対し、学資の貸与をしてい

る（公財）長崎県育英会へ助成を行う。

特別支援教育就学奨励事業 （２６７，９２３千円）

特別支援学校への就学に要する保護者の経済的負担を軽減するため、保護者の経済状況に応

じて、就学に必要な経費（交通費、学用品購入費等）を補助する。

  【対象学校】県内全特別支援学校等１８校（うち分校４校）
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【教育環境整備課】

市 町 立 学 校 関 係

４ 市町立小中学校施設設備の整備充実

義務教育施設等整備事業

市町が行う公立小中学校施設の安全性を確保するための整備や教育内容の変化に適応した

施設設備の整備充実などに係る国庫補助制度の活用等について、必要な指導・助言を行い、

その適正な執行を図る。

○ 令和７年度国庫補助実施予定事業（令和７年１月現在）

国庫補助 事業名 市町数 事業数

負担金事業 新築・増築事業 3 3

交付金事業

危険改築・不適格改築事業 6 14

大規模改造（トイレ、バリアフリー、教育内容、

空調、特別防犯等）
26 158

太陽光発電・教員宿舎・屋外教育環境 3 3

長寿命化改良事業（予防改修含む） 3 6

防災機能強化事業 9 28

計（延べ） 47 209

    ※経済対策として令和６年度補正予算に前倒して計上したものを含む

    ※学校給食施設、プール施設、武道場、社会体育施設事業を除く

○ 公立小中学校施設の耐震化の状況（令和７年４月１日現在）

公立小中学校の構造体の耐震化については、すべて対策完了。

  へき地児童生徒援助事業 （スクールバス・ボート国庫補助）

へき地学校等における遠距離通学児童生徒の通学条件の緩和を図るため、市町が行うスクー

ルバス・ボートの整備に係る国庫補助制度の活用等について、必要な指導・助言を行い、その

適正な執行を図る。

公立小中学校の適正規模化に伴う設置廃止等及び財産処分

公立小中学校、公立幼稚園、公立専修学校等の設置廃止等に係る届を受理するほか、市町が

国庫補助を受けて整備した施設や教職員住宅の財産処分手続きに対する指導・助言を行う。

     地方財政措置に基づく教材等の整備充実に対する指導・助言

公立小中学校教材費、学校図書館用図書購入費、教育用コンピュータ等の整備充実に要する経

費等は地方交付税により財源措置がなされているところであり、その趣旨を踏まえ、学校や地域

の実情に応じた整備が促進されるよう市町に対し必要な指導・助言を行う。
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